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１. 研究の背景と目的
(１) 環太平洋経済連携協定が与える食肉産業
への影響
年７月日から日まで､ マレーシアの
コタキナバルにおいて､ 第回環太平洋連携協
定 (以下､ 		と略記) 交渉会合が開催され､
我が国は日午後から正式に交渉に参加した
[１]｡ さらに８月日から日までブルネイで
第
回交渉会合が開催された｡
		については賛否両論があり､ 激しい論
争が展開されているが [２] [３]､ 日本政府は､
農林水産物の生産減少額を３兆円程度､ そのう
ち豚肉は億円､ 牛肉は億円の生産額
減少が発生すると予測している [４]｡
		交渉により食肉の関税が引き下げられ
たり､ 撤廃された場合には九州の畜産業にも深
刻な影響が発生するので､ 今後､ 効率的な生産
システムの構築と共に流通施設の改善が必要に
なっている [５] [６]｡
(２) 九州の３つの畜産地帯と生産縮小が懸念
される北部九州
年の九州農業の産出額に占める畜産のシェ
アは％であり､ 全国の％に比較して大きい｡
また九州の畜産の産出額のうち肉用牛は％で､
豚が％であり､ 両者で％になっている [５]｡
九州農業において肉用牛と豚の生産が非常に重
要であることが分かる｡
九州の肉用牛と豚の生産は､ 大きく南九州､
中九州､ 北部九州の３地区に大別される｡ 第１
は､ 日本を代表する畜産地帯である鹿児島県と
宮崎県からなる南九州畜産地帯である｡ ここで
は､ 畜産生産が農業の柱であり､ 行政の振興策
も厚く､ 一大畜産産地としての役割を今後も続
けるものと期待される｡ 第２は中九州畜産地帯
であり､ 熊本県を中心に畜産生産と食肉処理加
工が進んで行く可能性が高い｡ 第３は福岡県と
佐賀県を主体とする北部九州畜産地帯であり､
将来的には､ 九州の中で最も畜産生産の減少が
懸念される地域である｡ 従って､ 北部九州畜産
地帯では食肉流通施設の再編統合が必要になっ
ている｡
(３) と畜・処理を担う食肉センターの重要性
と再編統合の必要性
肉用牛と豚が食肉になるには､ 一般の農産物
と異なり､ と畜し､ 解体処理する必要があり､
それらの作業を行うと畜・処理場が ｢家畜｣ を
｢食肉｣ に転換するには不可欠な施設である｡
と畜・処理場には､ 主に消費地にある卸売市
場に併設された施設と主に産地にある食肉セン
ターの２つのタイプがあるが､ 食肉センターで
のと畜・処理頭数のシェアが高まっており､ と
畜・処理施設では食肉センターの役割が益々､
重要になっており､ それらの施設を効率的に運
営することが効率的な家畜飼養と同様に重要で
ある [７]｡
しかし､ 食肉センターの多くは､ 建設から
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年前後が経過しており､ 老朽化に伴う修繕費の
増嵩などの非効率性に悩む施設が少なくない｡
全国の多くの食肉センターは施設改築期になっ
ていると言えよう｡ しかし､ 上述のように北部
九州畜産地帯では今後､ 家畜の出荷頭数が減少
すると予測されるので､ 将来を見据えると食肉
センターの再編統合の視点が必要である｡
また､ 食肉センターの機能としては､ と畜・
解体処理だけでなく､ 食肉販売との連動がます
ます重要になってくるので､ 産地ブランドの振
興に貢献できることは勿論､ 国内だけでなく国
外にも目を向けた事業展開機能を持つことが不
可欠であり､ 対米や対アジア､ 対中東への輸出
も可能な衛生基準を備えた食肉センターの新設
が必要になる [８]｡
しかし､ 食肉センターを改築あるいは新築す
るにしても改築費や新築費が莫大になり､ しか
も､ 今後､ 家畜の飼養頭数が減少すると予想さ
れるので､ 県域を超えた合併・統合などの工夫
が必要である｡ 特に､ 上述のように福岡県と佐
賀県を主体とする北部九州畜産地帯では､ 肉畜
頭数の減少が懸念されるので､ 食肉センターの
統合再編は不可欠である｡
時折しも年２月から米国とカナダから
カ月齢以下の牛肉が輸入されることになり､ 今
後､ 一層の国際競争激化が予想されるので､ 家
畜飼養のコストダウンと共に､ と畜・処理費を
削減することが必要になっている｡ 北米のと畜・
処理場は１日当たり牛のと畜数が頭にな
る施設もあり､ 規模の経済性が作用して､ 低コ
ストでと畜・処理している｡ 今後は､ これらの
施設でと畜・処理された牛肉が輸入されるので､
一層の競争激化に直面することになる｡ ちなみ
に､ 福岡佐賀両県の北部九州にはと畜・処理場
が５カ所併存しており､ 乱立していると言って
も過言ではない｡ 国際化が進展する中で､ 流通
施設の再編統合により規模拡大を図り､ 流通コ
ストの削減が必要になっている｡
小稿の目的は､ 北部九州畜産地帯にあって肉
畜頭数の減少が予測されながら､ と畜・処理場
が乱立している地域に立地するＡ施設とＢ施設
の両施設が､ 個々に改築か新築することの非合
理性を指摘し､ 合併して新築することの合理性
と必要性を経営資料分析を通して明確にするこ
とによって､ 再編統合のメリットを提示するこ
とである｡
２. 福岡佐賀両県における肉用牛と豚の生
産の推移と近未来
表１に九州・福岡県・佐賀県における肉用牛
と豚の飼養戸数を､ また表２に飼養頭数を示す｡
肉用牛の飼養戸数をみると福岡佐賀両県で飼養
戸数が年も減少していることが分かる｡ 同
様に福岡佐賀両県で肉用牛の飼養頭数が年
には更に減少していることが分かる｡ 豚の飼養
戸数と飼養頭数をみると福岡佐賀両県で年
には戸数も頭数も減少していることが分かる｡
年に九州全体の戸数と頭数が増えているの
は宮崎県における口蹄疫からの回復によるもの
である｡
以上のように福岡佐賀両県では肉用牛と豚の
生産が減少しており､ 近未来においても生産が
拡大する気配はないので､ と畜・処理場の再編
統合が急務であることが理解できる｡
３. Ａ施設の経営状況の推移と近未来
表３に示したＡ施設の年から年まで
のと畜頭数を検討しよう｡ 同表から作成した牛
のと畜頭数の推移を示している図１をみると､
年は年よりと畜頭数が若干減少してい
ることが分かる｡ 今後､ 牛のと畜頭数が増加す
るかは疑問である｡
豚のと畜頭数の推移を示している図２をみる
と､ 年に急増しているが､ これは関連組織
内で豚の生産が開始された効果と判断される｡
しかし､ これにも限界があり､ これ以上の拡大
は期待できないかもしれない｡
表３には､ Ａ施設の牛と豚のと畜頭数を牛１
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表１ 九州・福岡県・佐賀県の肉用牛と豚の飼養戸数の推移
資料：九州農政局畜産科提供資料 (農林水産省 ｢畜産統計｣) より作成｡
表２ 九州・福岡県・佐賀県の肉用牛と豚の飼養頭数の推移
資料：九州農政局畜産科提供資料 (農林水産省 ｢畜産統計｣) より作成｡
表３ 施設の牛１頭単位当たり名目売上原価と実質売上原価
資料：施設の提供資料より作成｡
頭単位のと畜頭数に変換し､ 売上原価を牛１頭
単位当たりに換算した数値を表示している｡ こ
こでは､ 畜産学会等の家畜単位の換算法に従い､
豚５頭を牛１頭単位に換算して計算している｡
分析期間が年から年までの年間に
亘るため､ 物価変動を考慮して牛１頭単位当た
り名目売上原価を､ 製造業物価指数 (年＝
) を用いて､ 牛１頭単位当たり実質売上原
価に変換した｡
図３は年度別のＡ施設の牛１頭単位当たり実
質売上原価の推移を示している｡ 同図から毎年､
と畜頭数が増加する毎に､ 牛１頭単位当たり実
質売上原価が低下していることが理解できる｡
図４は､ 横軸に牛単位のと畜頭数 (Ｘ：頭)
を用い､ 縦軸に牛１頭単位当たり実質売上原価
(Ｙ：円) を示したものである｡ と畜頭数が増
加すると牛１頭単位当たり実質売上原価が低下
することが見て取れる｡ 両者の関係を回帰分析
した結果は､ 次の通りである｡
()＝	
－
		 ①
(
) (	)
Ｒ＝
ただし､
Ｘ＝Ａ施設の牛単位と畜頭数
Ｙ＝Ａ施設の牛１頭単位当たり実質売上
原価
( ) の値＝ｔ値
Ｒ＝決定係数
①式からＸのパラメーターのｔ値が有為であ
るので､ と畜頭数が増えるのに伴い有意に牛１
頭当たり実質売上原価が低下することが判明し
た｡ 今後､ と畜頭数のコストダウンを図るには
と畜頭数の増加を図ることが有効であることが
指摘できる｡
しかし､ 前図からも明らかにようにＡ施設単
独でのと畜頭数の増加は今後､ あまり期待でき
ないので､ 北部九州のと畜・処理場の再編統合
が必要であることが理解できる｡
……
甲 斐 論
―	―
図１ 施設の牛と畜頭数の推移
図２ 施設の豚と畜頭数の推移
図３ 施設の牛１頭単位当たり実質売上原価の推移
図４ 施設のと畜頭数と牛１頭単位当たり実質売上原価との関係
４. Ｂ施設の経営状況の推移と近未来
表４はＢ施設のと畜頭数の推移を示したもの
であり､ それを基に作成したのが図５ (牛と畜
頭数) と図６ (豚と畜頭数) である｡
上記の図表からＢ施設の年と年の牛
のと畜頭数は急減しており､ また豚のと畜頭数
は長期傾向的に減少していることが分かる｡ 以
上の傾向を総合判断すると､ 今後､ Ｂ施設での
と畜頭数の増加は困難と判断される｡
表５は､ Ｂ施設におけると畜頭数を牛単位数
(豚５頭＝牛１頭) に換算した数値と営業利益
を表示したものである｡ これを用いて牛単位と
畜頭数 (Ｘ) を横軸に､ 縦軸に営業利益 (Ｙ)
をとり､ 図示したものが図７である｡
分析結果は次の通りである｡
＝－＋	

 ②
(	
) (	)
Ｒ＝
ただし､
Ｘ＝Ｂ施設の牛単位と畜頭数
Ｙ＝Ｂ施設の営業利益
( ) の値＝ｔ値
Ｒ＝決定係数
②式によれば､ Ｂ施設では牛単位で１頭をと
畜処理する毎に１万円づつ営業利益が増
加する｡ しかし､ 現在は営業利益が赤字であり､
これを黒字にするには２万		(＝

	) 頭以上のと畜頭数の確保が必要で
あることが分かる｡
しかし､ 現実にはと畜頭数が減少しつつある
ので､ 営業利益は図７の理論式の直線を左下に
進んでいる｡ 営業利益の黒字化には牛単位で約
３万頭のと畜頭数の確保が必要であるが､ それ
は不可能と考えられるので､ 北部九州における
と畜・処理場の再編統合が必要であると判断さ
れる｡
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表４ 施設のと畜頭数の推移
資料：施設の提供資料より作成｡
図５ 施設の牛と畜頭数の推移
５. 既存施設の再編統合による新施設設置
の必要性
(１) と畜・処理施設の営業成績改善の視点
前述のように九州では口蹄疫からの回復が進
行しつつある宮崎県を除いて､ 残念ながら肉用
牛や豚の飼養頭数が減少しており､ 特に北部九
州ではそれが顕著である｡
従って､ 前述のようにＡ施設のと畜頭数は伸
び悩みの状態にあり､ またＢ施設でもと畜頭数
が年には急減している｡ しかも両施設とも
近未来においてと畜頭数の増加は簡単に望めな
い状況にある｡
一方､ 図４に示したようにＡ施設の１頭当た
り売上原価の削減にはと畜頭数の増加が不可欠
であり､ また図７に示したようにＢ施設の営業
赤字の黒字化のためには牛単位で約３万頭以上
のと畜頭数の確保が必要であることが分析の結
果､ 明らかになった｡
以上の考察から老朽化し､ 改築や新築が必要
になっている両施設は､ 個々独立に改築や新築
を図るのではなく､ 再編統合して､ 新施設を建
設することの方が合理的であると判断される｡
(２) 牛肉の輸出を促進するための視点
現在､ 北部九州では香港をはじめ海外に牛肉
を輸出しているが､ 同地域には輸出するための
衛生基準をクリアした施設がなく､ 鹿児島県内
にあると畜・処理施設に生牛を輸送している
[９]｡ 同地域で牛肉の輸出を増加させようとす
れば､ 益々､ 多くの生牛を鹿児島県内のと畜・
処理場に輸送する必要が発生し､ Ｂ施設のと畜
頭数が減少するという或る意味の自己矛盾が激
化する状況にある｡
この自己矛盾を解決するためにも輸出衛生基
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資料：施設の提供資料より作成｡
表５ 施設の営業成績の推移
図６ 施設の豚と畜頭数の推移 図７ 施設のと畜頭数と営業利益の関係
準をクリアできる可能性が高い新施設の建設が
必要である｡
(３) 国際競争に対応するための視点
今後､ カ月齢以下牛の牛肉がアメリカやカ
ナダから輸入され､ 国産牛肉を取り巻く経済環
境は一層激化することが予想される｡ アメリカ
やカナダでは２交代制で､ １日に牛を頭
と畜処理する施設もあり､ 今後はそのような施
設との処理費の競争になるであろう｡ 日本での
施設の規模拡大によるコストダウンの視点から
も新施設の建設が必要である｡
(４) 環境を保全するための視点
現在､ 両施設とも血液を排水と混合して処理
しており､ 汚水処理に費用が嵩んでいる｡ 血液
は有用な資源であるので､ 再利用を目指した施
設改善が不可欠である｡
また､ と畜・処理施設では大量の水を利用し
ているが､ 清潔な水の確保には高額を要するの
で､ 費用削減の視点から豪州のと畜・処理施設
のように節水型の施設への転換が今後は不可欠
である｡
血液の有効利用と節水により環境負荷の小さ
い施設への転換が望まれるので､ その点からも
新施設の建設が必要である｡
６. 結論
以上が北部九州における食肉生産環境および
Ａ・Ｂ両施設の経営の視点からみた新施設の必
要性である｡ しかし､ 両施設には①経営主体の
違い､ ②経営形態の違い､ ③県域の違い､ ④従
業員の居住環境の違いなど､ 両施設の再編統合
には多くの困難な壁が立ちはだかっている｡
両施設が､ これらの困難を乗り越え､ 食肉の
国際化にも耐えられ､ 衛生基準の高い､ 効率的
な新施設を建設されることを期待する｡
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